
政務調査費　住民監査請求で返還勧告が出た事例

勧告が出た日 議会名 返還対象年度 返還勧告額（円） 備考

1 2003/1/20 函館市（北海道） 平成１３年度 67,920

2 2004/5/26 大館市（秋田県） 平成１４年度 48,084

3 2003/7/2 一関市（岩手県） 平成１４年度 3,255

4 2004/9/9 阪南市（大阪府） 平成１５年度 174,205

5 2005/3/2 桜井市（奈良県） 平成１５年度 8,377

6 2005/8/5 滋賀県 平成12～１６年度 3,135,235

7 2005/8/10 南幌町（北海道） 平成１６年度 74,682

8 2006/2/24 新宿区（東京都） 平成１６年度 463,855

9 2006/7/14 鳥取県 平成１６年度 308,566

10 2006/8/15 岩手県 平成１７年度 135,222

11 2006/12/22 目黒区（東京都） 平成１７年度 14,400

12 2007/2/2 目黒区（東京都） 平成１７年度 60,000

13 2007/2/16 広島市 平成１７年度 3,857,326

14 2007/2/23 目黒区（東京都） 平成１７年度 54,400

15 2007/2/23 目黒区（東京都） 平成１７年度 1,017,240

16 2007/3/9 山形市（山形県） 平成１７年度 11,050

17 2007/3/12 新宿区（東京都） 平成１６～１７年度 2,232,186 うち1,737,186円は未返還

18 2007/4/26 墨田区（東京都） 平成１７年度 4,907,339 個別外部監査

19 2007/4/27 目黒区（東京都） 平成１７年度 135,725

20 2007/5/28 茨木市（大阪府） 平成１７年度 12,000

21 2007/4/30 枕崎市（鹿児島県平成１３・１６年度 158,816

22 2007/6/7 船橋市（千葉県） 平成15～17年度 753,653

23 2007/6/15 大阪府 平成１６～１７年度 341,169,234 個別外部監査

合計 358,802,770

2007.6.15　全国市民オンブズマン連絡会議　調べ

証拠書類－１


